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１．不法投棄実態調査報告（平成２８年度） 

 
 
（１）調査概要 

本調査は、平成８年度から平成13年度に実施されていた「産業廃棄物等不法投棄実態調査」の調査手法

を基本とし、県内における産業廃棄物及び一般廃棄物の不法投棄事案について、県内全市町村の協力のも

と実施した調査である。 
 
 （２）調査対象 
      産業廃棄物及び一般廃棄物の平成28年度における新規不法投棄及び不法投棄残存事案のうち、１か所で

の合計数が１トン以上の不法投棄事案。 
 
 （３）調査対象期間 
   平成28年４月１日から平成29年３月31日まで。 
 
（４）調査方法 

ア 各保健所を経由し、全市町村あて調査票を送付し、平成29年３月末までに把握している不法投棄情

報を収集。(那覇市については、直接依頼している。) 
イ 各市町村から提供された情報について、県が保有する情報との確認及び照合を行い、必要に応じ現

場確認等を行い、それをもとに当該報告書を作成した。 
 
 （５）特記事項 

調査票を送った市町村の回答によると、10市６町９村から不法投棄事例の報告があった。 
なお、当該調査報告書の重量（トン）については小数点以下を、％表示については小数点第一位以下を

四捨五入しているため、総数と個々の数値の合計が一致しないものがある。 
   平成 22 年度調査で報告のあった事案１件が、既に報告された事案であることが判明したため、本

報告書より重複分を修正した不法投棄件数及び重量となっている。 
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２．調査結果 
（１）不法投棄件数、総重量の推移 

平成 28 年度に把握した不法投棄件数は 117 件、同年度中に撤去した件数は９件、年度末残存件

数は 108 件であった。件数の推移を図１、総重量の推移を図２に示す。117 件のうち、平成 28年度

中に新たに投棄現場が報告された事案が 17 件、平成 27 年度以前から残存している事案が 100 件で

あった。不法投棄件数の推移は、平成 11 年度をピークにそれ以降は減少傾向にあったが、平成 19

年度以降は再び増加に転じた。一時期、減少傾向にあったものの、平成 26 年度以降は増加傾向に

ある。 
一方、平成 28 年度における不法投棄廃棄物の総重量は 1,796 トンであり、前年度の 1,659 トン

から 137ｔ増加した。なお、不法投棄の総重量は、目視による推計量である。 
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（２）不法投棄場所の内訳 
平成 28 年度に把握した 117 件の不法投棄場所の内訳について図３に示す。 

投棄場所の各件数は、①原野(30 件)、②森林・山林等(25 件)、③農用地(25 件)、④河川敷・海

岸等(11 件)、⑤その他(26 件)（道路、墓地など）となっている。 

 

      
（３）不法投棄物の内容 

ア 不法投棄物の内訳（重量別） 
平成 28 年度における不法投棄された廃棄物の総重量は 1,796 トンとなっており、うち産業廃棄物

は 920 トン（51.2％）、一般廃棄物は 876 トン（48.8％）となっている。 

産業廃棄物の内訳について図４及び表１に示す。①廃プラスチック類（廃タイヤ）376 トン（20.9％）、

②建設混合廃棄物 205 トン（11.4%）、③廃プラスチック類（その他）188 トン（10.5%）、④金属くず

42 トン（2.4%）、⑤廃プラスチック類（農業系）34 トン（1.9％）⑥廃プラスチック類（建設系）33

トン（1.9％）⑦その他産業廃棄物 42 トン（2.4％）となっている。 
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表１ 不法投棄物の内訳 
廃棄物の種類 重量（トン） 割合（％） 

一般廃棄物 876 48.8% 

産業廃棄物 920 51.2% 

 

内 
 

訳 

廃プラスチック類（廃タイヤ） 376 20.9% 

 建設混合廃棄物 205 11.4% 

 廃プラスチック類（その他） 188 10.5% 

 金属くず 42 2.4% 

 廃プラスチック類（農業系） 34 1.9% 

 廃プラスチック類（建設系） 33 1.9% 

 その他産業廃棄物 42 2.4% 

合   計 1,796 100% 

 
イ 産業廃棄物の不法投棄物の内訳（重量別） 

不法投棄物を産業廃棄物に限って内訳を示すと図５及び表２のようになる。 

 
 

表２ 産業廃棄物の不法投棄物の内訳 
廃棄物の種類 重量（トン） 割合（％） 

廃プラスチック類（廃タイヤ） 376 40.8% 

建設混合廃棄物 205 22.3% 

廃プラスチック類（その他） 188 20.4% 

金属くず 42 4.6% 

廃プラスチック類（農業系） 34 3.7% 

廃プラスチック類（建設系） 33 3.6% 

その他産業廃棄物 42 4.6% 

産業廃棄物合計 920 100% 
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ウ 一般廃棄物の不法投棄物の内訳 
一般廃棄物については、調査票の関係上、自由記述としたことから詳細な内訳及び割合等は不明で

あるが、「廃家電類」「粗大ゴミ」「家庭ごみ」等が記載されており、複数の種類の一般廃棄物が同一

場所に不法投棄されている状況が多く報告されている。 
 
 
 

エ 産業廃棄物と一般廃棄物の混在状況 
   不法投棄現場における産業廃棄物と一般廃棄物の混在状況を図６に示す。 
   産業廃棄物のみの投棄が 15件（12.8%）、一般廃棄物のみの投棄が 54 件（46.2%）、混在状態の投棄

が 48 件（41.0%）となっている。 

 

 
 
 
（４）不法投棄の行為者 

  ア 不法投棄行為者の種類 
    今回の調査において確認された不法投棄 117 件中、不法投棄行為者が判明している件数が５件、

不明が 112 件となっている。 

    判明した案件の不法投棄行為者は無許可業者によるものが２件、排出事業者によるものが１件、

個人によるものが２件であった。 
 
  イ 不法投棄行為者に対する指導状況 
    不法投棄行為者が判明している５件の事案の現在の状況は、２件は全量撤去し、３件は撤去指導

中である。 
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（５）不法投棄物の撤去と撤去後の残存件数 
ア 不法投棄物の撤去件数 

    平成 28 年度不法投棄撤去件数を図７に示す。平成 28 年度に行われた不法投棄物を全量撤去した

事案の件数は、９件であった。 
 

イ 不法投棄物の撤去量 
   平成 28 年度不法投棄撤去量を図８に示す。平成 28年度に行われた不法投棄物の撤去量は 174 ト

ンであった。内訳は産業廃棄物 53トン（30.5%）、一般廃棄物 121 トン（69.5%）となっている。 
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（６）撤去後の不法投棄物の内容 
ア 撤去後の不法投棄物の残存量の内訳（重量別） 

平成 28 年度における不法投棄された廃棄物の撤去後の残存量は 1,622 トンとなっており、うち

産業廃棄物は 867 トン（53.5％）、一般廃棄物は 755 トン（46.5％）となっている。 

産業廃棄物の内訳について図９及び表３に示す。①廃プラスチック類（廃タイヤ）369 トン

（22.8％）、②建設混合廃棄物 205 トン（12.7％）、③廃プラスチック類（その他）188 トン（11.6％）、

④廃プラスチック類（農業系）31 トン（1.9％）、⑤廃プラスチック類（建設系）22 トン（1.4％）、

⑥金属くず 17 トン（1.0％）、⑦その他産業廃棄物 35 トン（2.2％）となっている。 

なお、不法投棄物の残存量については見込みの量を示すため、実際の撤去量と相違する場合があ

る。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表３ 不法投棄物の内訳 
廃棄物の種類 重量（トン） 割合（％） 

一般廃棄物 755 46.5% 

産業廃棄物 867 53.5% 

 

内 
 

訳 

廃プラスチック類（廃タイヤ） 369 22.8% 

 建設混合廃棄物 205 12.7% 

 廃プラスチック類（その他） 188 11.6% 

 廃プラスチック類（農業系） 31 1.9% 

 廃プラスチック類（建設系） 22 1.4% 

 金属くず 17 1.0% 

 その他産業廃棄物 35 2.2% 

合   計 1,622 100% 
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イ 撤去後の産業廃棄物の不法投棄物の内訳（重量別） 
不法投棄物を産業廃棄物に絞って内訳を示すと図１０及び表４のようになる。 

 

 
 

表４ 産業廃棄物の不法投棄物の内訳 
廃棄物の種類 重量（トン） 割合（％） 

廃プラスチック類（廃タイヤ） 369 42.6% 

建設混合廃棄物 205 23.7% 

廃プラスチック類（その他） 188 21.6% 

廃プラスチック類（農業系） 31 3.5% 

廃プラスチック類（建設系） 22 2.6% 

金属くず 17 1.9% 

その他産業廃棄物 35 4.1% 

産業廃棄物合計 867 100% 
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３．保健所管内別及び那覇市内の調査結果 
（１）保健所管内別及び那覇市内の不法投棄件数の推移 

    保健所別及び那覇市内の不法投棄件数の推移を図 11 に示す。 
なお、平成 14 年度に、石川保健所とコザ保健所の２保健所が合併して中部保健所が設置された

ため、当該報告書での中部保健所の数字は旧石川保健所と旧コザ保健所の合計数で集計している。    

また、平成 25 年度に那覇市の中核市移行に伴い、那覇市保健所が設置されたため、那覇市内を

除く旧中央保健所管内の件数は平成25年度から南部保健所に計上している。那覇市内については、

平成 25 年度から集計している。 

 
 
（２）保健所管内別及び那覇市内の不法投棄場所の内訳（件数） 

各保健所管内及び那覇市内の不法投棄場所について表５に示す。 
 

表５ 保健所管内別及び那覇市内の不法投棄場所の内訳 
保健所名及

び那覇市 原野 森林・山林等 河川敷・海岸等 農用地 その他 計 

北部 9 12 0 3 1 25 

中部 0 2 2 1 9 14 

南部 16 4 6 19 9 54 

宮古 2 0 2 1 1 6 

八重山 2 7 1 1 4 15 

那覇市 1 0 0 0 2 3 

合計 30 25 11 25 26 117 
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（３）保健所管内別及び那覇市内の不法投棄物の内容 
ア 保健所管内別及び那覇市内の不法投棄物の内訳 

保健所管内別及び那覇市内の不法投棄内訳を図 12 及び表６に示す。 
   重量別では中部保健所管内が最も多く、南部保健所管内、北部保健所管内と続いている。 

 
 
 

表６ 保健所管内別及び那覇市内の不法投棄状況 
保健所名及

び那覇市 
件数 

件数における

割合（％） 

産業廃棄物 

重量（トン） 

一般廃棄物 

重量（トン） 

重量（合計） 

（トン） 

重量における

割合（％） 

北部 25 21.4% 164.0 280.5 444.5 24.7% 

中部 14 12.0% 486.8 19.3 506.1 28.2% 

南部 54 46.2% 112.6 385.5 498.1 27.7% 

宮古 6 5.1% 105.6 116.2 221.8 12.3% 

八重山 15 12.8% 51.0 63.7 114.7 6.4% 

那覇市 3 2.6% 0.3  10.8 11.1 0.6% 

合計 117 100% 920.3 876.0 1796.3 100% 
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イ 保健所管内別及び那覇市内の産業廃棄物と一般廃棄物の混在状況 
   保健所管内別及び那覇市内の不法投棄現場における産業廃棄物と一般廃棄物の混在状況を表５に

示す。 
 
 

表７ 保健所管内別及び那覇市内の産業廃棄物と一般廃棄物の混在状況（件数） 
保健所名及び

那覇市 
産廃 一廃 混廃 計 

北部 6 15 4 25 

中部 4 3 7 14 

南部 7 22 25 54 

宮古 1 3 2 6 

八重山 3 9 3 15 

那覇市 0 2 1 3 

合計 21 54 42 117 

（％） (17.9%) (46.2%) (35.9%) （100%） 
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４ 本県の取り組み状況 
 

【概要】 

 不法投棄等の廃棄物の不適正処理は、生活環境に支障を及ぼすだけでなく、自然や景観を損ね、観光振

興にも影響を与えかねない問題である。 

 このため沖縄県では、不法投棄防止対策として県、警察本部、海上保安本部等で構成する「沖縄県廃棄

物不法処理防止連絡協議会」の設置及び各保健所に市町村及び各警察署等で構成されるネットワーク会議

を設置して、合同パトロールを実施している。 

また、保健所の環境衛生指導員による監視指導体制に加え、平成 16 年度に沖縄県廃棄物監視指導員制

度を創設し、県警退職者を任命するとともに、平成 22 年度は新たに不法投棄監視員を創設し、同じく県

警退職者を任命している。 

 引き続き、県警、市町村等関係機関との連携、沖縄県廃棄物監視指導員等の配置及び関連施策の実施に

より、監視を強化していくこととしている。 

 

 

【実施している関連施策】 

 (１) 産業廃棄物処理業者及び自動車リサイクル法許可業者への監視指導等 

(２) 排出事業者に対する監視指導及び法令遵守の周知 

 (３) 沖縄県廃棄物不法処理防止連絡協議会の運営及び関係機関の連携による不法投棄防止に関する

合同パトロールの実施 

 (４) 沖縄県産業廃棄物監視指導員（県警退職者）を保健所に配置(平成 16 年度～) 

     沖縄県不法投棄監視指導員（県警退職者）を保健所に配置（平成 22 年度～） 

 (５) 市町村職員併任による産廃処理施設立入、市町村への監視カメラ等導入費用補助による監視指導

体制強化 

 (６) 廃棄物不法処理防止ネットワーク会議を各保健所に設置（平成 18 年度～） 
 

 

【産業廃棄物処理業者等への指導状況等】 
 

  (１)立入検査状況 （平成 28 年度） 

産業廃棄物処理業者 2168回 

（産業廃棄物）排出事業者  981回 

 

  (２)行政指導等の状況 （平成 28 年度） 
 

・告発 ０件 

・措置命令 ０件 

・改善命令 ３件 

・取消処分 ２件 

・停止処分 ０件 

・勧告 12件 
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５ まとめ 
（１） 不法投棄件数と推移 

今回の調査では、不法投棄件数が117件であり、前年度の116件と比較すると同程度の結果となった。

また、平成27年度中の15件の全量撤去の件数に対して、平成28年度は、117件の不法投棄件数のうち９

件が全量撤去されたものの、過去３年間のうち最も多い残存件数（108件）となった。  

 
（２） 不法投棄場所の内容 

不法投棄場所は、人目のつきにくい原野、森林・山林等で約５割を占める。 
 

（３） 不法投棄物の内容 
平成 13 年度調査以降単位を重量（トン）に統一して推計を行っている。 

今回の調査では、重量別総量 1,796 トンとなっており、うち産業廃棄物 920 トン（51.2％）、一

般廃棄物876トン（48.8%）であった。前回の調査では総量1,659トン、産業廃棄物751トン（45.3%)、

一般廃棄物 909 トン（54.7%）となっており、不法投棄件数及び重量とも前回調査と比較して増加

している。 
不法投棄場所における産業廃棄物及び一般廃棄物の混在状況については、117 件中 48 件が産業

廃棄物と一般廃棄物が混在している現場となっており、前回の調査と比べ産業廃棄物と一般廃棄

物の混在の不法投棄件数の割合は同程度であった。 
また、一般廃棄物の不法投棄現場では、本来、家電リサイクル法に基づく処理が必要な廃家電

（冷蔵庫、テレビ等）、粗大ごみ、家庭ごみ等の投棄されている現場が多数報告されている。また、

同一の場所に複数台の廃家電等が投棄されていることから、消費者の行為のみならず、無償又は

安価で処理料金たる金品を受け取り、回収している無許可の不用品回収業者による行為によるも

のと考えられる。 
産業廃棄物の重量別内訳では、「廃プラスチック類（廃タイヤ）」、「廃プラスチック類（その他）」、

「建設混合廃棄物」が大部分を占めている。 
 
（４） 不法投棄物の撤去と残存事案 

平成28年度不法投棄物撤去件数は９件と、平成27年度の15件から減少した。また、撤去量については、

平成27年度約109トンに対して平成28年度は約174トンであった。 

平成28年度不法投棄物撤去後の残存件数は108件、見込みの残存量は約1,622トンとなっている。残 

存量は、過去３年間で増加傾向にある。 

 
（５） 不法投棄の行為者及び対応状況 

今回、不法投棄行為者が判明している事案は、117件中５件であった。判明した案件のうち、行為 
者は無許可業者によるものが２件、排出事業者によるものが１件、個人によるものが２件であった。 
今後も継続して、保健所等による不法投棄者の特定調査を強化するとともに、消費者や事業者に

対して家電リサイクル法の周知と適正な処理の推進を図り、新たな不法投棄を防止するため、定期

的な監視等、関係機関と協働して対応する必要がある。 


